
２０２４年（令和６年）１２月２７日 

 

藤沢市認可保育所設置運営法人募集要項 

 

１ 募集目的 

  藤沢市では、平成２７年度からの「子ども・子育て支援新制度」施行に伴

い、教育・保育等の量の見込みと確保方策を定めた「藤沢市子ども・子育て支

援事業計画」等を策定し、待機児童解消に向けた取組を進めてきました。 

近年では、既存保育施設の有効活用を最優先として取り組んでまいりました

が、令和８年度より「こども誰でも通園制度」が始まる見込みであるなど、保

育の質を確保しつつ、多様な保育需要に対応するため、本市市内で認可保育所

を運営している法人からの応募に限定し、今後、特に保育需要が見込まれる地

区に新設運営する事業者を募集します。 

なお、少子化の社会情勢に鑑み、開所期間は原則として令和８年度からの２

０年間とします。 

 

２ スケジュール 

日程 内容 

2024年（令和 6年）12月 27日（金） 

2025年（令和 7年）1月 31日（金） 

 2月 14日（金） 

 3月 14日（金） 

4月 7日（月）～11日（金） 

4月 14日（月）～18日（金）       

      4月下旬～5月上旬 

6月中旬            

募集要項配布 

参加表明受付期間終了 

質問受付期間終了 

提案書類受付期間終了 

保育現場視察 ※１ 

選考委員会（プレゼンテーション、ヒアリング） 

選考結果通知発送 

6月議会において選考結果報告 

提案内容に応じて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県への事前協議（神奈川県児童福祉審議会への

諮問） 

国補助金交付申請（市→県） 

国補助金交付決定（県→市） 

補助金交付申請（法人→市） 

補助金交付決定（市→法人） 

入札・工事契約・着工  

県への設置認可申請（神奈川県児童福祉審議会

への諮問） 

県現地検査 
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竣工・検査 

開設準備 

2026年（令和 8年）4月 1日 認可・開園 

※１ 現地での保育現場視察もしくはオンラインでの保育現場視察を実施します。 

  詳細については別紙「既存園の保育現場視察について」をご覧ください。 

※２ 予算案の議決（６月中旬予定）をもって正式決定となるため、選考結果の公 

表は予算の議決後となります。そのため、議決がされない場合は選定を取り消 

す場合があります。 

※３ 選定された場合は、神奈川県に対する認可に係る手続き及び書類提出等を迅 

速に対応いただくこととなりますのでご留意ください。 

 

３ 応募資格 

（１）２０２５年（令和７年）４月１日時点で、藤沢市内で認可保育所を運営し 

ている法人 

  ※ 既存の地域型保育事業所及び藤沢型認定保育施設を認可保育所へ移行す

る提案は不可とします。 

（２）保育所を設置運営するために下記（５）アで示される資力・信用を有し 

  ていること。  

（３）継続的に安定した保育所運営ができること。 

（４）児童福祉法、神奈川県の児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条 

  例（以下「設備運営基準条例」という。）等の関係法令に適合し、保育所保 

  育指針を遵守して保育を実施すること。 

  ※ ロッカー等は、可動式の場合でも有効面積から除く必要があります。 

（５）以下の通知に示されている要件を満たしていること。 

ア 保育所の設置認可等について（平成１２年３月３０日 児発第２９５号） 

イ 不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について（平成 

 １６年５月２４日 雇児発第０５２４００２号・社援発第０５２４００号） 

 

４ 設置場所の条件   

（１）募集地区及び設置数 

北部地区（湘南台駅周辺）※   １園 

  ※ 湘南台駅から徒歩１０分（８００ｍ）程度の圏内とし、湘南台１・５～ 

７丁目に該当する提案は、審査において加点します。 

（２）一法人一提案とする。 

（３）複数の事業者が同一物件で提案することは可能だが、審査の結果選定する 

場合は、上位１提案のみとする。 
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（４）既存の認可保育所、幼稚園及び認定こども園と一定の距離があることが望 

ましい。 

（５）原則として風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の規制に 

該当する店舗から一定の距離があること。（商業地域内３０m以上、それ以外 

の地域７０m以上）または、当該店舗が一定の距離内に存在する場合、提案 

事業者の責任により当該店舗等から承諾等を得ていること。 

※ 店舗の確認については、神奈川県警察へ情報公開請求すること。 

（６）周辺の環境が認可保育所として支障がないこと。 

（７）保育室の設置階数は建物の３階以下であること。 

（８）災害時の緊急避難等、児童の安全が確保できる建物であること。 

（９）屋外遊戯場が確保できない場合は、近くに代替えとなる公園があること。 

  

５ 整備手法 

  次のいずれかの手法で整備するものとし、賃借期間は１０年以上とします。 

（１）既存建物賃借型                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                        

既存建物を賃借し、内装等を改修することにより認可保育所を運営する。 

（２）新築建物賃借型 

土地の所有者等が建物を新築し（建築中及び今後建築予定を含む）、当該

建物を賃借のうえ、内装等を改修することにより認可保育所を運営する。 

 

６ 施設の条件 

（１）施設及び保育環境については、「設備運営基準条例（県）」「保育所設置認 

可に係る審査基準」を満たすとともに、「保育所設置認可に係る行政指導の 

指針」に適合するよう努める。 

＜保育所認可等の手引き（神奈川県ホームページ）＞ 

（２）賃借する建物は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「基準法」

という。）に基づく検査済証を得ていること、もしくは、「検査済証のない建

築物に係る指定確認検査機関を活用した建築基準法適合状況調査のためのガ

イドライン（平成２６年７月２日 国住指第１１３７号）」に則った指定確認

検査機関による適合状況調査の結果、適法に施工済みであることが確認でき

ること。 

（３）賃借する建物は、基準法における新耐震基準（昭和５６年６月１日施行）

を満たしていること。 

   また、賃借する建物が昭和５６年５月３１日以前に確認通知を受けてい 

  る場合は、耐震診断により構造耐震指標（Ｉｓ値）が０．６以上、または 

  Ｉｗ値１．０以上であることが確認できること。 

（４）施設整備にあたっては、藤沢市建築基準等に関する条例を遵守すること。
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とりわけ建物の２階以上で設置予定の場合、同条例第１６条に定める「けあ

げ」及び「踏面」が確保できる計画とすること。 

※ 応募前に本市建築指導課等関係部署へ計画の確認を行ってください。 

  ＜藤沢市建築基準等に関する条例＞ 

（５）建物、消防及び給食設備等については、関係法令を遵守するとともに、 

所管官庁からの指示に従うこと。 

※ （１）から（５）については、提案書類提出前までに必ず所管官庁へ事前相

談等を行い、関係法令に適合することを確認してください。 

※ 選定された提案については、市の事前許可なく変更することはできません。

十分な検討及び確認を行った上で提案してください。 

 

７ 運営の条件 

（１）定員規模 

７０名程度とする。 

〔定員構成モデル〕 

※ 事前に市と協議し許可を得た場合は、応募状況により定員を増減した提

案も可能とします。 

※ 低年齢児に待機児童が多い状況を踏まえ、持ち上がりを考慮したうえで

できる限り１～３歳児の受入枠を確保すること。 

※ 保育室の面積と職員配置基準を満たすことを前提として、定員とは別に

３歳児の弾力受入枠を設けること。この場合、持ち上がりを考慮し、４歳児

及び５歳児についても同数の枠も設けること。弾力受入枠を設ける場合は、

審査において加点します。 

（２）入所対象児童 

   生後６カ月～小学校就学前の児童 

（３）職員配置 

   「保育所設置認可に係る審査基準」に定めるほか、１歳児の配置を１： 

  ５とすること。また、「保育所設置認可に係る審査基準」が変更された場合は、

それに従うこと。 

（４）開所時間 

   月～土曜日７時～１８時 

（５）延長保育 

   月～金曜日１８時～１９時 

  ※ 平日１９時以降及び土曜日１８時以降の延長保育を提案することは可能

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

３人 １０人 １２人 １５人 １５人 １５人 ７０人 
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です。 

（６）休所日 

   日曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日、１月２日、３日及び 

  １２月２９日、３０日、３１日とする。 

（７）給食 

ア 完全給食とすること。 

イ 施設内調理により給食を提供すること。 

  ※ 「保育所における調理業務の委託について」（平成１０年２月１８日 児

発第８６号通知）を遵守する場合に限り、給食調理業務の外部委託を認め

るものとします。 

（８）開所時期    

   ２０２６年（令和８年）４月１日の開所とする。 

※ 開所時期が２０２６年（令和８年）４月２日以降の提案は不可とします。 

  ※ 提案した開所年月日を厳守すること。（厳守されない場合、選定を取り消

す場合があります。） 

（９）開所期間 

   原則、２０４６年（令和２８年）３月３１日まで（２０年間限定保育所） 

としますが、閉所に向けては需給状況を踏まえ、状況に応じて協議すること 

とします。 

（１０）特別保育 

  ア 年度限定保育：年度限定保育は原則実施すること。 

※ 原則、初年度の入所調整は３歳児までとし、４歳児室・５歳児室を活用し

て、１歳児・２歳児の年度限定保育を実施すること。 

 ＜藤沢市年度限定保育事業実施要綱＞ 

イ 一時預かり事業：定員を１０人として実施に努めること。 

  実施する場合は、審査において加点します。 

 ＜藤沢市認可保育所等一時預かり事業実施要綱＞ 

ウ 休日保育事業：事前に市と協議し、需要が見込まれる場合は提案可。 

  実施する場合は、審査において加点します。 

 ※ 提案にあたっては、「藤沢市休日保育実施要綱」を遵守すること。 

＜藤沢市休日保育事業実施要綱＞ 

（１１）嘱託医 

  原則として、保育課から藤沢市医師会に対して推薦を依頼し、医師会から

推薦のあった医師を嘱託医とします。医師会からの推薦決定後、手続きのご

案内をします。 

（１２）近隣住民との良好な関係を確保すること。 

  ※ 提案書類提出前までに設置場所の近隣住民に対し、「藤沢市認可保育所設
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置運営法人募集」に応募する予定であることを周知していただき、住民の

反応とそれに対する法人の対応結果について、選考委員会において審査を

行います。 

（１３）保護者の送迎時の利便性と近隣への配慮のため、駐車スペース・駐輪 

   スペース・ベビーカースペースを極力確保すること。 

（１４）プール遊びスペースを極力確保すること。 

（１５）屋外遊戯場を極力確保すること。 

（１６）調理員用便所、沐浴室、調乳及び医務スペースを確保すること。 

 

８ 補助金について 

  補助金制度については、今後の補助金制度に係る国・県の動向により、見直

しをする場合があります。 

（参考）以下は現行の補助金の見込み額です。（保育対策総合支援事業費補助金

活用） 

※ 見込み額は、変更の可能性があります。 

※ 国の補助金を活用する予定のため、当該補助金の交付決定が受けられな

い場合には事業を停止することがあります。 

（１）開設経費に対する補助金（建物賃借型） 

  ア 施設改修及び設備整備に要する費用の３／４を補助。 

  イ 改修等期間中の賃借料に係る費用（礼金、管理費及び共益費を含む）の

３／４を補助（工事着工から開園までの最大６カ月分（礼金含む））。 

   ※ 補助上限額は、ア及びイの合計で５，１６０万円となります。また、

イについては、月額８３３千円を上限として算定します。 

  ウ 設計・監理費、備品等については補助対象経費とできる場合があります

ので、ご相談ください。 

（２）開設後賃借料に対する補助金（管理費及び共益費を含む） 

 ア 建物賃借料年額が公定価格の賃借料加算の年額の３倍を超える場合   

建物賃借料年額から公定価格の賃借料加算の年額を控除した額（上限年額

２２，０００千円（月額 １，８３３千円））に３／４を乗じて得た額を補

助。 

イ 保育所を開設した年度において建物賃借料年額が公定価格の賃借料加算

の２倍を超える場合（アに該当する場合を除く。）建物賃借料年額から公

定価格の賃借料加算の年額を控除した額（上限年額１２，０００千円（月

額 １，０００千円））に３／４を乗じて得た額を補助。 

ウ ア、イ以外の場合 

 建物賃借料年額に１／２を乗じて得た額（上限年額１０，０００千円（月

額 ８３３千円））から公定価格の賃借料加算の年額を控除した額を補助。 
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（３）運営費  

ア 児童保育委託費（公定価格に基づく運営費） 

公定価格の試算については、こども家庭庁 子ども・子育て支援新制度ホ

ームページに掲載されている公定価格単価表（保育所）を参照してください。 

※ 地域区分については、現在、１２／１００となります。 

※ 定員と入所児童数に一定の乖離があった場合には、市の基準に沿っ 

て利用定員の変更を行います。 

イ 保育所運営等業務委託費（市単独の（一部を国・県の補助金を財源とし

た）委託料で、年度当初に見込み金額で契約し、年度末に実績に応じた精

算を行います。） 

ウ 年度限定保育事業に係る運営費補助 

エ 一時預かり事業に係る運営費補助 

オ 休日保育事業に係る運営費補助 

※ ウ、エ、オについては、実施した際、イに含んで支給します。助成額

については、「藤沢市法人立保育所に対する運営等業務助成費取扱基準」

を参照してください。 

 

９ 申込み手続き 

（１）参加表明書の提出（必須） 

ア 受付期間 

  【受付開始】２０２４年（令和６年）１２月２７日（金） 

  【締め切り】２０２５年（令和７年）１月３１日（金）午後５時まで 

イ 提出方法 

  Ｅメール 

  ※不着防止のため、送信後、提出先へ電話連絡すること。電話受付時間は

平日の午前８時３０分～午後５時とします。（正午～午後１時を除く） 

ウ 提出先 

  藤沢市役所 子育て企画課 施設整備担当 

  Ｅメール：fj3-kodomo-se@city.fujisawa.lg.jp 

  電話番号：０４６６－５０－３５６２ 

エ 必要書類 

  藤沢市認可保育所設置運営法人募集に係る参加表明書（様式１） 

   【添付書類】 

① 現地案内図②現地写真 

（２）質疑・回答 

ア 受付期間 

  【受付開始】２０２４年（令和６年）１２月２７日（金） 

mailto:fj3-kodomo-se@city.fujisawa.lg.jp
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  【締め切り】２０２５年（令和７年）２月１４日（金）午後５時まで 

イ 提出方法 

  Ｅメール 

  ※不着防止のため、送信後、提出先へ電話連絡すること。電話受付時間は

平日の午前８時３０分～午後５時とします。（正午～午後１時を除く） 

ウ 提出先 

  藤沢市役所 子育て企画課 施設整備担当 

  Ｅメール：fj3-kodomo-se@city.fujisawa.lg.jp 

  電話番号：０４６６－５０－３５６２ 

  エ 留意事項 

回答については、質問内容や質問数によって、１週間程度お時間をいた 

だく場合があります。また、公平性の観点から他の事業者と共有する必要

があると判断した場合にはホームページ上に掲載させていただくことが

ありますのであわせてご承知おきください。 

（３）提案書類の提出 

  ア 受付期間 

  【受付開始】２０２４年（令和６年）１２月２７日（金） 

  【締め切り】２０２５年（令和７年）３月１４日（金）午後５時まで 

※ 土日祝日を除く 

イ 受付時間 

  午前８時３０分～午後５時（正午～午後１時を除く） 

ウ 提出方法 

    事前にご連絡の上、持参してください。（郵送提出不可） 

※ 提出にあたっては、１部ごとにＡ４版のファイルに綴り、各書類の先頭 

にはインデックスを付けてください。 

※ 原本（１部）の表紙及び背表紙に「保育園名称（仮称）」「法人名」を 

記載してください。（テプラ等のシールも可）ただし、副本（９部）には、

上記の記載やシール等の貼り付けはしないでください。 

  エ 提出先 

    藤沢市朝日町１－１ 藤沢市役所 本庁舎３階 

    子育て企画課 施設整備担当 

    電話番号：０４６６－５０－３５６２ 

オ 必要書類 

  提案書類（正本１部、副本９部） 

≪提案書類について≫ 

  次に掲げる書類を、受付期間中に正本１部、副本９部提出してください。 

 Ⅰ 法人概要調書（様式２） 

mailto:fj3-kodomo-se@city.fujisawa.lg.jp
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 【添付資料】 

（２－①）役員名簿及び代表者の経歴書 

（２－②）過去３年間の法人収支決算書 

（２－③）過去３年間の販売費及び一般管理費明細書 

 Ⅱ 既存運営施設の概要に関すること（様式３） 

 【添付資料】 

（３－①）既存施設のパンフレット 

（３－②）既存施設の全体的な計画または教育課程 

（３－③）既存施設の案内図・配置図・平面図・現況写真 

（３－④）既存施設の直近２回分の所管官庁監査等結果（写） 

※ 監査等結果において指摘があった場合、その後の改善内容等につい

て審査において聞き取りすることがあります。 

（３－⑤）既存施設の直近２年間の収支決算書 

 Ⅲ 事業計画書（様式４） 

 【添付資料】 

（４－①）賃借物件の概要が分かる書類（重要事項説明書等） 

（４－②）選定された場合に建物を借用する旨が証明できる覚書・誓約書 

  等 

（４－③）賃借料の水準に関する資料（様式あり）  

（４－④）開園までのスケジュール表 

（４－⑤）公図・周辺案内図（園庭の代わりに代替公園とする場合は道の 

りを記載） 

（４－⑥）配置図 

（４－⑦）広域避難場所及び避難施設までの経路・距離がわかる地図 

（４－⑧）「４ 設置場所の条件 （５）」が確認できる書類（神奈川県警

察への情報公開請求結果、当該店舗等からの承諾書等） 

Ⅳ 建物及び各室の状況調書（様式５） 

 【添付資料】 

（５－①）平面図、立面図（駐車場、駐輪スペース、ベビーカースペー

ス、園庭、プールスペースが「有」の場合は、その位置を平面図

に記載すること） 

（５－②）現況写真（周囲の状況を含む） 

（５－③）検査済証の写しまたは「検査済証のない建築物に係る指定確認

検査機関を活用した建築基準法適合状況調査のためのガイドライ

ン（平成２６年７月２日 国住指第１１３７号）」に則った検査結

果により、適法に施工済みであることが分かる書類 

（５－④）新耐震基準に適合していることが確認できる書類（耐震診断結
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果の写し等）（昭和５６年５月３１日以前に確認通知を受けた建物 

の場合のみ提出） 

 Ⅴ 保育所運営に関する提案（様式６） 

 【添付資料】 

（６－①）全体的な計画 

（６－②）指導計画 

（６－③）食育計画 

（６－④）職員の研修計画・人材育成計画 

（６－⑤）年間の防災計画 

（６－⑥）保健計画 

（６－⑦）保育士・施設の自己評価計画 

（６－⑧）近隣対応にかかる資料、対応範囲地図 

 Ⅵ 職員に関する調書（様式７） 

 【添付資料】 

（７－①）必要保育士数算出表 

※ 職員配置基準は、国で見直しが図られる可能性があります。開園に

あたっては、開園日時点の基準で職員配置をすることとなります。 

（７－②）施設長の履歴書 

（７－③）職員採用計画（採用手法、スケジュール等） 

（７－④）就業規則 

 Ⅶ 資金計画書（様式８） 

 【添付資料】 

（８－①）借入金の償還計画表 

（８－②）工事費等概算見積書 

 Ⅷ 自己資金内訳書（様式９） 

 【添付資料】 

（９－①）残高証明書 

 Ⅸ 開園後の資金収支予算書（３カ年）（様式１０） 

 Ⅹ 誓約書（様式１１） 

 

＊正本のみに添付する資料 

 ①建物及び用地の全部事項証明書 

 ②法人定款 

 ③法人の履歴事項全部証明書 

 ④納税証明書（法人税・消費税及び地方消費税） 

 ⑤役員名簿及び代表者の経歴書 

※ 市長が必要と認める書類の追加提出を求める場合があります。 
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※ 応募に関する費用は応募者の負担となります。 

※ 提出いただいた書類等は返却いたしません。 

 

１０ 運営法人の選考と決定 

選考委員会において書類審査・ヒアリング等により総合的に審査採点を 

  行い、あらかじめ定めた合格点を上回る提案の中から点数が最も高いもの 

を選定します。 

（１）選考委員会日程：２０２５年（令和７年）４月１４日（月）～１８日（金） 

（予定） 

（２）開 催 場 所：藤沢市役所 本庁舎内会議室（予定） 

（３）時間配分の目安 

   プレゼンテーション１５分、提案内容ヒアリング３０分 

 

１１ 審査の基準 

  基本的な応募資格及び応募条件の確認を行い、資格・条件を満たす法人 

  について、次の審査基準に基づき審査採点を行います。 

（１）審査の基準について 

ア 管理運営体制について 

イ 施設開設のための建物の構造及び職員数について 

ウ 保育内容及び職員について 

エ 設置予定地周辺の環境について 

オ プレゼンテーション及びヒアリング（提案内容全般） 

カ 特別保育及び受入方針 

※ 審査の基準については「藤沢市認可保育所設置運営法人の選定に係る

審査基準・採点表（書類審査及びヒアリング）」を参照してください。 

（２）既存園の保育現場視察による保育内容等 

   法人が現在運営している認可保育所等への保育現場視察を行い、保育内容

等について採点いたします。 

  現地訪問もしくはオンラインでの実施については、後日個別にご連絡します。 

※ 詳細については別紙「既存園の保育現場視察について」をご確認くださ

い。 

※ 審査の基準については「藤沢市認可保育所等設置運営事業者の選定に

係る審査基準・採点表（保育現場視察）」を参照してください。 

（３）プレゼンテーション及びヒアリング 

   法人の適性・提案内容・実現可能性等を総合的に判断いたします。事業 

  の提案内容について、質疑に回答ができる実務担当者がご同席くださるよ 

  うお願いいたします。 
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１２ その他 

（１）提出された応募書類は、公表等に必要な場合、無償で使用できるものと  

します。また、情報公開請求により開示する場合があります。なお、応募  

者の正当な利益を害するものについては、使用・開示の対象とはしませ

ん。 

（２）補助金については、国の補助金を活用する予定のため、当該補助金の交付

決定が受けられない場合には事業を停止することがあります。 

（３）同一建物での提案については、選定する場合は上位１提案のみで、２位以

下は落選となります。 

（４）審査の結果、事業者として選定されたとしても、提出された提案内容、  

関係法令等に基づく保育所設置運営ができないと判断した場合には、事業  

者としての選定を取り消す場合があります。その場合、次の条件を満た  

す提案を繰り上げることがあります。 

 ＜繰り上げにあたっての条件＞ 

ア あらかじめ定めた合格点を上回っていること。 

イ ２０２６年（令和８年）４月１日に開所できること。 

（５）事業を行うために締結する契約については、市が行う契約事務の取扱いに

準拠してください。また、業者の選定・備品購入については市内企業を優先

してください。 

 

 

【問い合わせ先】 

          藤沢市 子ども青少年部 子育て企画課 施設整備担当 

          藤沢市役所本庁舎 ３階 

          TEL ０４６６－５０－３５６２（直通） 

          E-mail fj3-kodomo-se@city.fujisawa.lg.jp 

 

以  上 

  



 

 

既存園の保育現場視察について 

 

１ 現地での保育現場視察について 

（１）実施日及び時間（予定） 

  ２０２５年（令和７年）４月７日（月）～１１日（金）のいずれか１日 

  １５分から３０分程度 

※ 申込手続き後、日程調整をさせていただきます。 

（２）保育現場視察方法  

  選考委員会の委員２名で実施します。各保育室等をご案内いただき、保育

現場に関する質疑応答を行います。 

（３）保育現場視察内容 

  基本的に玄関→各保育室等→園庭等の順番でご案内いただきます。 

 

２ 保育現場視察に必要な書類 

（１）保育現場視察当日にご用意いただく書類 

ア 家庭との情報共有が確認できる書類（お便り帳、連絡ノート等） 

イ 研修報告に係る書類 

ウ 園内事故等対応に係る書類 

エ 苦情対応・意見要望の対応に係る書類 

オ 職員同士の情報共有等に係る書類（会議録、朝礼ノート等） 

カ 職員の勤務形態がわかる書類（勤務表等） 

 

３ オンライン保育現場視察について 

（１）日程決定後、「ミーティング ID」及び「パスコード」をお知らせいた  

しますので、指定する時間に「Zoomのサイト https://zoom.us/join）」

から Web会議に参加していただきます。 

（２）実施日、視察方法、内容、必要書類に関しては現地での保育現場視察と

同様です。現場視察中に書類の内容を映していただく場合があります。 

（３）現場視察は審査の対象となるため、録画をさせていただきますのでご了

承ください。なお、映像に映り込んだ書類等の個人情報は、厳重に管理

し、審査以外に使用することはございません。 

 

 

  以 上  

別紙 


